
マルチホップ無線ネットワークは，無線端末と無
線リンクによって構成される。このネットワークに
おいて，一般に，送受信端末をつなぐ経路は複数存
在する。経路の通信品質を評価するために様々な指
標が提案されており，これらの指標を用いることに
より，通信品質が最も高い経路（最適経路）を選ぶ
ことができる。ネットワーク設計の観点から，ネッ
トワークのパラメータと最適経路の特性の関係を明
らかにすることが重要である。このため，本論文で
は，いくつかのネットワークトポロジと通信品質の
指標に対して，最適経路および最適経路の通信品質
の理論的な特徴づけを行った。
最初に，端末が直線上に等間隔に並んでいるネッ

トワークにおいて，通信品質の指標として ETX（ex-pectedtransmissioncount）を用いたときの最適経路
の理論的な特定を行った。その結果から，このネッ
トワークにおける最適経路は互いに近い長さのリン
クにより構成されることを示した。
２番目に，端末が直線上にランダムに分布してい

るネットワークにおいて，通信品質の指標としてETXを用いたときの最適経路の特徴づけを行った。
最適経路をモデル化するために，単純な経路選択方
針である方針1-1を提案した。方針1-1は，各リンク
長が与えられた長さに近くなるような経路を選択す
る方針である。方針1-1の理論的な特性およびシミュ
レーション結果から，方針1-1により最適経路をうま
くモデル化できることを示した。また，方針1-1の特

性値を理論的に解析し，導出した式により最適経路
の特性値をよく近似できることを示した。
３番目に，端末が平面上に格子状に並んでいる
ネットワークにおいて，通信品質の指標としてETXを用いたときの最適経路の理論的な特定を
行った。リンク ETX関数がある3つの条件を満たし
ているとき，最適経路は直線上ネットワークにおけ
る結果を拡張した経路になることを示した。これら
の条件を満たしていないときも，導出した式は最適
経路の ETXの上界となり，この上界により最適経
路の ETXがよく近似されることを示した。また，
端末密度が高いときに，導出した式を２次元ランダ
ムネットワークにおける最適経路の平均 ETXの近
似式として用いることができることを示した。
４番目に，端末が平面上にランダムに分布してい
るネットワークにおいて，通信品質の指標としてETXを用いたときの最適経路の ETXの理論解析
を行った。端末密度が高いときは格子状ネットワー
クにおける式を用いて近似することができるが，端
末密度が低いときはこの式で近似することができ
ず，またどの程度端末密度が高ければこの近似が可
能であるかも分かっていないため，新しい解析手法
を提案した。まず，最適経路をモデル化するために，
単純な経路選択方針である方針1-2を提案した。方針1-2は方針1-1を２次元に拡張したものであり，各リ
ンクの長さがある定数に近くなり，送受信端末間を
できるだけまっすぐにつなぐような経路を選択する
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方法である。方針1-2の平均経路 ETXの理論解析を
行い，導出した式により最適経路の平均 ETXをよ
く近似できることを示した。
５番目に，端末が直線上にランダムに分布してい

るネットワークにおいて，通信品質の指標としてMTM（mediumtimemetric）を用いたときの最適経
路の特徴づけを行った。最適経路をモデル化するた
めに，２つの経路選択方針を用いた。方針1-1は１次
元ランダムネットワークにおいて ETXに対する最
適経路を特徴づけるために用いられた方針である。
方針2-1は，経路に含まれる各リンクの，長さあたり
の MTM をできるだけ小さくする方針である。これ

らの方針の理論的な性質およびシミュレーション結
果から，通信品質の指標として MTM を用いたとき
は，方針1-1よりも方針2-1の方が最適経路をうまく
モデル化できることを示した。また，方針2-1の平均
経路MTMの理論解析を行い，導出した式により最
適経路の平均 MTM をよく近似できることを示し
た。
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